
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページをご覧ください 日本共産党豊田市議団 

 

今
年
９
月
２
２
日
、環

境
省
か
ら
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理

事
業
所
の
あ
る
豊
田
市

に
対
し
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理
事

業
終
了
準
備
期
限
等
に

関
す
る
要
請
が
行
わ
れ

て
い
ま
す
。
企
業
な
ど
が

保
管
す
る
コ
ン
デ
ン
サ

ー
な
ど
に
含
ま
れ
、
毒
性

を
令
和
７
年
度
末
ま
で
と
し
て
い

る
。
処
理
施
設
の
解
体
撤
去
が
令

和
７
年
度
末
の
完
了
が
難
し
い
と

い
う
要
請
に
つ
い
て
は
、
解
体
撤

去
の
完
了
時
期
の
延
長
で
あ
る
と

考
え
て
い
る
。」 

   

北
九
州
市
で
は
、
企
業
な
ど
が 

保
管
す
る
廃
棄
物
が
新
た
に
見
つ 

か
り
、
無
害
化
す
る
た
め
の
処
理 

が
必
要
な
量
が
、
想
定
よ
り
増
え 

た
こ
と
か
ら
、
当
時
の
小
泉
環
境 

大
臣
が
北
九
州
市
長
と
面
会
し
、 

令
和
４
年
３
月
ま
で
の
期
限
内
の 

処
理
を
完
了
で
き
な
い
こ
と
を
陳 

謝
し
、
協
力
の
要
請
を
し
た
こ
と 

に
対
し
、
北
九
州
市
長
は
市
民
の 

理
解
を
得
る
た
め
の
説
明
会
の
開 

催
を
求
め
て
い
ま
し
た
。 

根
本
市
議
は
、
国
が
主
体
で
の

市
民
へ
の
説
明
会
の
開
催
に
つ
い

て
問
い
、
以
下
の
答
弁
が
あ
り
ま

し
た
。 

「
今
回
の
要
請
に
関
し
て
は
、

現
在
、
国
と
Ｊ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
と
共
に

関
係
自
治
区
へ
詳
し
い
説
明
を
行

っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
地
域

住
民
に
対
し
て
は
、
関
係
自
治
区

の
意
見
・
意
向
を
踏
ま
え
、
対
応

し
て
い
く
こ
と
と
な
る
。
ま
た
、

一
般
市
民
の
方
が
要
請
内
容
の
説

明
を
受
け
る
機
会
を
設
け
る
こ
と

も
予
定
し
て
お
り
、
国
と
協
議
を

規
発
見
に
備
え
て
、
事
業
終

了
準
備
期
間
の
う
ち
、
令
和

５
年
度
末
ま
で
処
理
を
継

続
す
る
。 

②
豊
田
事
業
の
処
理
対
象

物
に
加
え
て
、
北
九
州
事
業

地
域
に
お
け
る
大
型
変
圧

器
・
コ
ン
デ
ン
サ
ー
等
の
計

画
的
処
理
完
了
期
限
後
に

同
事
業
地
域
で
発
見
さ
れ

た
コ
ン
デ
ン
サ
ー
等
の
一

部
も
処
理
対
象
物
と
す
る
。 

③
豊
田
事
業
所
の
解
体
・
撤

 

が
強
く
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
一
つ

で
あ
る
Ｐ
Ｃ
Ｂ
の
早
期
の
処
理
が
求

め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
豊
田
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処

理
事
業
所
で
、
た
び
た
び
の
漏
え
い
事

故
の
発
生
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
特
措
法
の
改
正
に

よ
り
、
処
理
期
限
の
延
長
と
な
っ
た
経

緯
が
あ
り
ま
す
。 

  

国
か
ら
の
要
請
に
つ
い
て
「
国
は
、

北
九
州
の
地
域
で
、
計
画
的
処
理
完
了

期
限
後
に
大
型
コ
ン
デ
ン
サ
ー
等
が

新
規
に
発
見
さ
れ
、
機
器
を
確
実
に
処

１
２
月
市
議
会
で
日
本
共
産
党
の
根
本
み
は
る
市
議
が
お
こ
な

っ
た
一
般
質
問
そ
の
②
を
紹
介
し
ま
す
。 

 

理
で
き
る
体
制
を
確
保
す
る
必

要
が
生
じ
た
。
ま
た
、
北
九
州
Ｐ

Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
処
理
施
設
の
第
１

期
施
設
の
解
体
で
、
施
設
の
洗
浄

に
相
当
の
期
間
を
要
す
る
こ
と

が
分
か
っ
て
き
た
。」 

要
請
さ
れ
た
事
項
は
３
点
。 

「
①
計
画
的
処
理
完
了
期
限
後

の
大
型
コ
ン
デ
ン
サ
ー
等
の
新

去
に
つ
い
て
は
、
令
和
７
年
度
末
ま

で
の
完
了
は
難
し
く
、
数
年
間
の
期

限
の
延
長
を
お
願
い
し
た
い
。 

施
設
の
洗
浄
や
解
体
で
発
生
す

る
Ｐ
Ｃ
Ｂ
汚
染
物
の
処
理
と
、
新
た

に
見
つ
か
っ
た
機
器
を
処
理
す
る

期
間
（
事
業
終
了
準
備
期
間
）
で
、

新
た
に
見
つ
か
っ
た
機
器
を
処
理

す
る
期
間
は
、
令
和
５
年
度
か
ら
最

大
２
年
間
と
し
て
い
た
も
の
が
、
今

回
の
要
請
で
令
和
５
年
度
末
ま
で

の
１
年
間
と
期
間
が
明
確
に
さ
れ

た
も
の
で
あ
る
」
と
い
う
答
弁
で
し

た
。 

   

「
施
設
の
解
体
・
撤
去
完
了
時
期

平
成
２
５
年
度
の
国
の
処
理
基
本

計
画
の
変
更
の
要
請
時
に
、
Ｊ
Ｅ
Ｓ

Ｃ
Ｏ
豊
田
事
業
の
処
理
完
了
時
期

 

 

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
要
請
に

対
す
る
回
答
は
、
国
か
ら
の
説
明
に

対
す
る
市
民
の
意
見
を
踏
ま
え
て

回
答
し
て
い
く
こ
と
と
な
る
が
、
市

民
の
方
の
理
解
を
得
る
こ
と
が
前

提
と
考
え
て
い
る
。
特
に
要
請
事
項

３
つ
目
の
、
施
設
の
解
体
・
撤
去
の

期
間
に
関
し
て
は
、
周
辺
住
民
、
解

体
の
作
業
従
事
者
の
安
全
が
最
優

先
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
１
日
で
も
早

い
施
設
の
撤
去
を
目
指
し
、
関
係
者

と
協
議
を
進
め
る
中
で
、
市
民
の
理

解
を
求
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
る
。」
と
の
答
弁
。 

今
後
、
市
民
の
理
解
を
得
る
た
め

に
も
、
説
明
会
の
開
催
が
待
た
れ
ま

す
。 

 

全国 2 番目に開業された豊田ＰＣＢ廃棄物処理施設 



日本共産党 新春のつどい案内 
 新年の１月に、国会議員もしくは参院選予定候補を

招いて、日本共産党のつどいを開催します。音楽など

文化行事も予定しています。ぜひご参加ください。 

   2022年 

１月１５日(土) 
14:00～ 

豊田市の福祉センターにて  

 

 

 

 

 

 

「
口
先
だ
け
」
の
自
公
政
権 

岸
田
政
権
も
同
じ
路
線 

 

自
公
政
権
は
や
っ
と
昨
年
「
２

０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ゼ
ロ
」
を
掲

げ
ま
し
た
が
、
中
身
を
見
れ
ば
「
口

先
だ
け
」
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
。
自
民
党
の
総
裁
で
あ
る
岸
田

首
相
も
「
原
子
力
や
水
素
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
メ
ニ
ュ
ー
を
組
み
合

わ
せ
て
、
課
題
を
乗
り
越
え
て
い

く
」
な
ど
、
安
倍
政
権
・
菅
政
権

と
同
じ
路
線
で
す
。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の問題点① 低すぎるＣＯ２削減目標 

先進国の 2030年までの削減目標 

ＥＵ 55％減（1990年比） 

イギリス 68％以上減（1990年比） 

アメリカ 50～52％減（2005年比） 

日本 42％減（2010年比） 

 

日本の問題点② 石炭火力に固執し新増設も 

国連は、石炭火力発電からの計画的な撤退を強く要請し、グテ 

レス事務局長は、日本など「最も豊かな国々」に同発電の 2030年 

までの段階的な廃止を求めています。しかし、自公政権はこの期 

に及んで９つの大規模な同発電の新増設、輸出を進めています。 

 

日本の問題点③ 原発稼働を推進 

 政府は「脱炭素」を口実に、原発頼みのエネルギー政策を加速 

させようとしています。2030年度に原発で発電量の 20％～30％を 

まかなう計画で、老朽炉を含む 27基程度を再稼働する方針。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本共産党豊田市議団へのメールは、ホームページからお送りください 

 

パ
リ
協
定
で
は
世
界
の
平
均
気

温
の
上
昇
を
産
業
革
命
前
に
比
べ

て
１
・
５
度
ま
で
抑
え
こ
む
こ
と

で
合
意
し
ま
し
た
。
国
連
気
候
変

動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ

Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
は
そ
の
た
め
に
２
０
３

０
年
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
を
２

０
１
０
比
で
４
５
％
削
減
し
、
２

０
５
０
年
ま
で
に
実
質
ゼ
ロ
に
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に

し
て
い
ま
す
。
気
候
危
機
は
９
年

後
の
待
っ
た
な
し
の
課
題
で
す
。 

     

日
本
共
産
党
が
今
年
９
月
に
発
表

し
た
政
策
「
気
候
危
機
を
打
開
す
る

日
本
共
産
党
の
２
０
３
０
戦
略
」
の

新
し
い
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
が
今
月
、
で

き
ま
し
た
（
左
図
が
表
紙
）。
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
は
日
本
共
産
党
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す

が
、
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。 

 気
候
危
機
と
よ
ぶ
べ
き
非
常
事
態 

２
０
３
０
年
ま
で
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に

人
類
の
未
来
が
か
か
っ
て
い
る 

                 

 

多くの国々が石炭火力発電からの撤退を表明 

イギリス 2024年までに撤退 

フランス 2022年までに撤退 

イタリア 2025年までに撤退 

ドイツ  2038年までに撤退 

カナダ  2030年までに撤退 

アメリカ 2035年までに電力部門からのＣＯ２排出実質ゼロ 

中国   国外で石炭火力発電事業を新たに行わない方針 

日本   石炭火力発電からの撤退表明なし 

 

ヨーロッパでは気候変動問題が選挙の大争点に 

・ドイル連邦議会選挙（総選挙）では、格差是正を訴えた社

会民主党が第１党に。環境派の緑の党が過去最高の得票率で

第３党になりました。メルケル首相の属するキリスト教民

主・社会同盟は過去最低の得票率で敗北し第２党に。 

・ノルウェー議会選でも気候変動対策を掲げた野党が勝利。

西欧最大の産油国ノルウェーの議会選で、気候変動に配慮す

る野党の社会主義左翼政党が躍進。第１党となった野党の労

働党、中央党と連立協議を組みます。 

 

す
や
ま
初
美
さ
ん 

も
と
む
ら
伸
子
衆
院
議
員 


